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令和６年度 ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実現に向けた 

再生可能エネルギー推進技術等の評価・実証事業  

 

公募要領 

 

令和６年３月１２日（火） 

環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室 

  自然環境局 国立公園課 

自然環境局 総務課 国民公園室 

 

※本事業は令和６年度予算の成立を前提としており、事業実施には当該予算の国

会での可決・成立が必要となるため、その旨了承いただきたい。 

 

 

１．事業の目的 

環境省は、再生可能エネルギーの普及による CO2排出の削減、吸収源の確保、省エ

ネルギー対策の地域への実装等を通じてカーボンニュートラルへの取組を推進して

いる。他方で、環境分野においては、カーボンニュートラルだけでなく、サーキュラ

ーエコノミーやネイチャーポジティブも同時に実現していく必要がある。それぞれを

目指す際に、シナジーとトレードオフが発生するが、シナジーを最大化し、トレード

オフはイノベーションを通じて解決することを見据えて、そのような技術シーズの発

掘や、社会実装の推進に取り組んでいるところ。 

本事業は、国際合意であるネイチャーポジティブやカーボンニュートラルを目指す

ため、そこからバックキャストして必要となる各種技術テーマについて公募を行い、

自然環境への負荷を可能な限り回避し、トレードオフを技術的政策により解消するこ

とで、信頼される再生可能エネルギーの推進を目指すもの。具体的には、再生可能エ

ネルギー設備の景観影響へ着眼した取組や、植生管理を適切に行った再生可能エネル

ギーの実現、地元の理解を得られる洋上風力発電施設の推進、生物多様性サービスの

恩恵の１つであり自然に着即を得る生物模倣（バイオミミクリー/バイオミメティク

ス）のアプローチをプロダクト・デザインに生かした技術の高度化などを図り、社会

実装を見据えた技術的課題を解決し、必要な検証や実証を行うもの。 

また、政府全体の科学技術・イノベーション施策とも整合する施策とするべく、評

価軸においては、第６期科学技術・イノベーション基本計画も踏まえながら策定して

いるところ。環境ビジネス分野はグローバルな市場が拡大していく領域であり、日本

発の優れた技術・イノベーション事例を創発することも目的としている。 

令和６年度事業の実施主体については、次のとおり募集するので、応募に当たって

は本要領を熟読されたい。 

 

２．実施対象事業 

（１）本事業の対象について 
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実施対象事業は、次の①～⑤のいずれかのテーマに該当する事業であること。 

① 国立・国定公園における太陽電池パネル設備の景観評価試験事業 

② 自然景観への影響を踏まえてデザインされた先端的再生可能エネルギー発電

事業の検証事業 

③ 自然を生かした解決法（Nature Based Solution：NbS）による、ネイチャーポ

ジティブに資する再生可能エネルギー技術の実証事業 

④ 洋上風力発電施設における海洋自然生態系への影響評価実証と地域における

理解醸成促進事業 

⑤ 生物模倣（バイオミミクリー）や生物の視点を生かしたネイチャーポジティブ

に資する省エネルギー/再生可能エネルギー関連シーズ技術の実証事業 

※同じ主体が複数の事業に応募しても良いが、それによって採択率に差が生じるこ

となどは起きない点を留意されたい。 

 

（２）提案における必須要件 

 次の観点は提案において必須な項目とし、その内容が満たされていないと判断され

た場合においてはその時点において要件不備とみなす場合がある。 

① の事業においては、 

・本テーマは、国立・国定公園の風致の維持に支障を及ぼすおそれのない色彩及

び形態の太陽電池パネル（以下「景観調和型太陽電池パネル」という。）に該当

する要件を明らかにするため、国立・国定公園内において、複数の太陽電池パ

ネルを設置し、景観評価・検証試験を実施するものである。このため、次の技

術提案を求める。 

・景観調和型太陽電池パネルに該当する要件は、建築物の屋根面に設置するもの

であること、色彩及び形態に関する指標ごとに定める評価基準を満たすものと

する予定である。また、色彩に関する指標は明度、表面模様とし、形態に関す

る指標は面積、勾配、配置、眩しさとする予定である。これらの指標について、

景観調和型太陽電池パネルに該当する評価基準（案）を提案すること。 

・景観評価試験に用いることに適切な太陽電池パネル４種類（標準的な太陽電池

パネル１種類の他、風致の維持に支障を及ぼすおそれがないと考えられる太陽

電池パネル３種類）の製品を理由とともに提案すること（なお、太陽電池パネ

ルに関する製造技術の進展により、普及が見込まれる新たな太陽電池パネル製

品の評価・検証の必要性が生じたと環境省が判断した場合は、協議の上、景観

評価試験に用いる太陽電池パネルを追加する等の変更があり得る。）。 

・景観評価試験を行う上で適切な候補地を提案すること。候補地は、国立・国定

公園内であること、建築物の屋根に太陽電池パネルを設置できる見込みがある

こと、設置した太陽電池パネルを望見し、指標ごとに定める評価基準を検討で

きる地点があることを要件とする。 

 

② の事業においては、 

・本テーマは、自然環境・景観への影響を低減した再生可能エネルギー技術の有
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用性や、そのような運用方法の要件を明らかにするため、評価・検証試験を実

施するものである。このため、次の技術提案を求める。実証する要素としては、

先端的な脱炭素関連技術であり、景観や生態系への影響も下げることが期待で

きる「ソーラー舗装技術」について、社会的受容性を高めるために、景観への

配慮などの導入のための設置や空間デザインに関する実証試験を行うこと。 

・実証場所は提案者において提案すること。なお、環境省管轄の関連施設（例：

新宿御苑等）を使用したい場合は、計画を説明し、事前に担当官の了解が得ら

れれば、実証場所としても活用してよい。 

 

◆次の事項を必ず盛り込むこと 

・実証場所を 1 箇所以上提案すること。実証場所は周知効果も期待するため、年

間に概ね 100万人以上の来客が見込まれる施設である場所を提案すること。 

・単なる再生可能エネルギー設備の導入をするだけでなく、場所の性格や地域個

性の解読を前提とした景観に配慮したデザインを設計するための提案が盛り込

まれていること。 

・導入した施設に対して、その実証場所に訪れる国民への意識調査等を通じて、

社会的受容性についての調査に取り組むこと。 

 通常の道路機能、利用者の安全性、維持管理性、ソーラー舗装のスベック（最

大出力、発電効率）、耐荷性能、耐久性能、LCC、対災害性能について提案書に

適切に明記すること。 

 

◆次の観点がある場合は望ましい提案とみなす（実施計画・体制や出口戦略の評

価軸の具体的な加点要素）。 

・「ソーラー舗装技術」については、最大出力 150w/m2 且つモジュール変換効率

15％以上の技術を活用されていること。 

・道路本体に関し、パネル設置箇所において求められる通常の道路機能、利用者

の安全確保、施設の維持管理に対して過度の支障を及ぼさない企画・提案がさ

れていること。 

・ソーラー舗装パネルに関し、設置対象とする道路に作用しうる荷重に対して耐

荷性能、耐久性能を有し LCCを適切に計算していること。  

・再エネシステム本体に関し、大規模地震等災害に対する耐災害性を有し、安全

性を有していること。 

・実証に参加する関係者（委託事業受託者以外の協力者を含む。）について、様々

なステークホルダーが関係していること。 

（例：景観を専門とした有識者、ソーラー舗装技術を有するもの、NPO、金融機関

等の関係者から２者以上が参画し、「総合知」の観点の体制が整えられているこ

と。） 

・社会的受容性の評価等の場面においては、単純なアンケートのみならず、感覚

評価に関するデバイス等を用いた定量的な評価等を講じる等の工夫をしている

こと。 
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③ の事業においては、 

・本テーマは、諸外国では一部先端的な取組として導入されている、太陽光パネ

ルの設置において、下部の植生管理を適切に行うことで、植物の蒸散作用を生

かしたパネル表面温度の低下や、再生可能エネルギー施設周辺の自然生態系を

豊かにするという取組を、日本に適切に導入拡大することを目的として、各種

パラメーター（温度、発電効率等）について検証をして、効果を実証する試験

を実施するものである。このため、次の技術提案を求める。 

◆次の事項を必ず盛り込むこと 

 国内において、少なくとも３箇所の実証試験場所を提案すること。 

 活用する太陽光パネルのスペック（発電効率など）について提案書に適切に明

記すること。 

 実証事業中に観測するパラメーターが提示され、その観測方法が適切に提案さ

れていること。 

◆次の観点がある場合は望ましい提案とみなして加点する 

・国内において多数の特性の異なる地域において実証がなされる計画がされて、

６箇所以上の実証試験場所が提案されていること。 

・単なる植生管理だけでなく、ICT の積極的活用や、営農型再生可能エネルギー

発電施設等の利益性のあるビジネスモデルを組み合わせる工夫がされて社会実

装性の高いもの。 

・多様なステークホルダー（民間企業、大学機関、スタートアップ企業、金融機

関、NPO 等）から構成され、性質の異なる 2 つ以上の機関が参画している事業

提案がされていること。 

・導入する植生について、専門家の知見も入れて、地域に適したものが選定され

て、適切な導入計画がされているもの。 

 

④ の事業においては、 

・本テーマは、浮体式洋上風力発電の導入にあたっての理解醸成を目的として、

発電設備を模した「観測ブイ」による観測システムを構築し、再エネ発電設備

の設置予定地において、観測ブイを設置し、一定期間、その海域の海中の自然

生態系（魚群等）に与える影響について検証試験を実施するものである。この

ため、次の技術提案を求める。 

◆次の事項を必ず盛り込むこと 

・国内における海域１地点以上において実証事業を提案すること。 

・実証における装置について準備するとともに観測システムの提案をすること。 

・観測ブイを提案する海域に設置し、一定期間の間、情報を収集し、地元の理解

醸成に資するデータを提供し、再生可能エネルギーの推進に資する理解醸成の

あり方 

 について、最終的に報告書にまとめること。収集する情報の種類について明記

すること。 
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◆次の観点がある場合は望ましい提案とみなす（実施計画・体制や出口戦略の評

価軸の具体的な加点要素） 

・実証場所の提案が具体的に提案されており、事業の実効性の高いもの。 

・技術だけでなく、実証事業終了後のビジネスモデルの実証にも取り組まれてい

るもの（技術論だけにとどまらない「総合知」の観点を含む取組か否か）。 

・実証に参加する関係者（委託事業受託者以外の協力者を含む。）について、様々

なステークホルダーが関係している（例：地元の関係者、金融機関、大学機関

等） 

・内閣府の SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）における「海洋安全保障

プラットフォームの構築」の取組と連携（SIP の技術成果の活用や技術的知見

の共有等を想定）する等、政府全体の科学技術・イノベーション政策にも貢献

している提案。 

・海中の自然生態系の観測や保全のために必要な情報の収集について、その内容

の妥当性があり、多様なデータの確保に努めている場合。 

 

⑤ の事業においては、 

・本テーマは、生物の機能を模倣するなど生物の機能原理に着想を得るアプロー

チ（バイオミミクリー/バイオミメティクス）をプロダクト設計に生かし、自然

への負荷が少ない再エネ技術・省エネ技術の技術シーズの探索を目的とした、

効果実証試験を実施するものである。このため、次の技術提案を求める。また、

併せてその技術の優位性比較のため、再生可能エネルギー発電施設の自然環境

への負荷を低減するために国際的に用いられているバイオミミクリー/バイオ

ミメティクス技術について調査を実施すること。 

◆次の事項を必ず盛り込むこと 

・新規性のある革新的な要素技術であること。 

・省エネルギー技術又は再生可能エネルギー技術のいずれかのカテゴリーの技術

を高度化する（発電効率の高度化、自然資本・自然生態系への負荷の低減等）

要素技術に関する提案であること。 

・どのような種類の生物のどのような機能を模倣したか、又は、生物の行動特性

などをどのように省エネルギー技術又は再生可能エネルギー技術に反映するか

明記して提案をすること。 

・本事業では CO2 削減に貢献する要素技術の探索を目的とするため、必ずしもプ

ロダクト開発までは求めない。他方で、反映させるシーズ技術の CO2 削減能力

については実証するとともに、その技術が製品に反映されて社会実装されたと

きの年限（例：2030年）を設定し、それによる市場への導入について一定の仮

説を立てて、CO2削減ポテンシャルを算出すること。 

・技術調査にあたっては、省エネ技術又は再生可能エネルギー技術（太陽光発電

システムや風力発電システムを想定）を対象として、これらの自然環境への負

荷を低減するバイオミミクリー/バイオミメティクス技術について、調査事業の

実施期間（１年～２年から選択）に応じて下記の内容を取り組むこととし、具
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体的な調査内容の提案をすること。なお、調査事業を含む期間と実証事業を行

う期間は同じでなくてよいが、実証事業より長い期間調査事業を実施すること

はないように留意されたし。 

■１年の期間調査を盛り込む場合：４か国以上の国における技術（省エネ/再エ

ネ技術の両方）について文献調査/現地調査すること。１か国にあたり、省エ

ネ/再エネ技術について合計４つ以上の技術について取り上げて、それらにつ

いて適用範囲、コスト性、単位あたりの CO2 削減効果等を調査し技術カタロ

グとしてまとめつつ、今回提案する効果実証試験の技術の優位性について比

較を行うこと。 

■２年の調査期間を盛り込む場合：１年目の調査期間の内容に加えて、今回提案

する効果実証試験の技術について、６か国以上の諸外国の研究機関・メーカ

ーへのヒアリング（オンライン又は現地調査）等を通じて、技術的意見交換

や改善点等を調査すること。また、製品化・国際標準化についての課題やフ

ィージビリティについて併せて調査をすること。 

◆以下の観点がある場合は望ましい提案とみなす（実施計画・体制や出口戦略の

評価軸の具体的な加点要素） 

・生物模倣や生物の行動特性にヒントを得た要素技術を省エネルギー技術又は再

生可能エネルギー技術に十分に反映するために必要な国内外の過去の調査や関

連文献を適切に踏まえているかどうか（事業の趣旨の適切な把握）。 

・イノベーション志向の技術であり、他の類似事例が少ないユニークなアプロー

チを採用しているもの（既存の改良でなく、従来と異なるアプローチを求める）。 

・提案される技術の社会実装性と単位あたりの CO2 削減効果が大きいものが期待

されること（コスト性等も考慮したうえで、市場で使われた場合の CO2 削減効

果の高い技術）。 

・CO2削減効果（発電効率の向上や、省エネ性能の向上）だけでなく、その技術に

よって自然資本・生態系への負荷をどの程度減らせるか、一定程度定量的に説

明ができているもの。 

・大学などの基礎研究機関だけで提案されておらず、民間企業なども関わってお

り、将来的なサステイナブル・プロダクトの社会実装を見据えた体制が構築さ

れているか。 

 

３．公募対象者 

本事業の公募対象者は、次の（１）～（７）のいずれかに該当する事業者とする。

また、複数の事業者による共同提案も可能である。ただし、共同提案の場合、原則

として、その主たる業務を行う事業者が代表事業者として一括して受託することと

する。 

（１）民間企業 

（２）独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に規定する独

立行政法人 

（３）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人・特定非営利
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活動法人 

（４）大学 

（５）国立、又は、独立行政法人と認められる研究開発機関 

（６）地方公共団体の研究開発機関 

（７）その他支出負担行為担当官自然環境局長が適当と認める者 

    なお、委託費については、経理担当部局において管理等を行う必要がある。 

 

４．事業費・予算・事業実施期間 

（１）事業費の対象 

対象となる経費は、事業実施のために直接必要な費用であって下表に掲げる費目

に該当するものとする。下表に示した費目に該当しない経費で、委託業務に直接必

要な経費を計上する必要がある場合は、環境省担当官との協議が必要となる。 

  

 

費目 内容 

人件費 

 

・委託業務の人件費は、当該業務に直接従事する者（以下「業務

従事者」という。）の直接作業に要する時間に対して支給される給

与、諸手当及び賞与を計上する。 

・仕様書等において算出方法等が指定されている場合にはそれに

よることとし、指定がされていない場合には、「環境省における委

託業務経費の算出に関する基本方針」に規定する計算方法により

算出するものとする。 

業

務

費 

旅費 ・当該業務に直接必要な国内出張及び海外出張に係る交通費、宿

泊費、日当等の経費を計上する。 

・経費の算出に当たっては、仕様書等において「国家公務員等の

旅費に関する法律（昭和 25 年法律第 114 号）」に準ずること等の

指定がされている場合はそれによることとし、指定がされていな

い場合は受託者の内部規程等によることとする。 

・出張が当該業務以外の業務と一連のものとなっており、当該業

務以外の業務に係る経費が存在する場合は、当該業務に係る部分

とその他の業務に係る部分に区分し、当該業務に係る経費のみを

計上する。 

・受託者においては当該業務に係る経費についての出張であるこ

とが明確に判別できるように出張命令等の関係書類を整理するこ

ととする。 

諸謝金 ・当該業務に直接必要な検討委員会等に出席した外部協力者に対

する謝金又は報酬並びに執筆料等を計上する。 

・経費の算出に当たっては、仕様書等において謝金単価等が指定

されている場合はそれによることとし、指定がされていない場合

は受託者の内部規程等によることとする。 
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設備備品

費 

・備品の購入は原則認めない（備品は、取得価格が 50,000 円以上

の物品であって消耗品に該当しないものをいう）。 

・事業の実施に必要な設備・備品はリースやレンタルにより調達

すること。ただし再リースは不可。実証後もリースする場合は、

法定耐用年数でリースすることとし、経費としてはその内、実証

期間分のみを計上すること。 

消耗品費 ・取得価格が 50,000円未満の物品に係わる経費。 

・取得価格が 50,000円以上の物品であっても、おおむね２年程度

の反復使用に耐えない物品、破損しやすい物品、又は事業の終了

をもってその用を足さなくなる物品は、消耗品として構わない（試

薬、消耗実験器具、消耗部品、書籍雑誌、ソフトウェア、試作品

等）。 

印刷製本

費 

・当該業務に直接必要な検討会資料等の印刷物、報告書の製本等

に係る経費を計上する。 

・計上する経費は業務委託期間中に使用した部数又は仕様書等に

より環境省に提出することを指定された部数のみとすること。 

通信運搬

費 

・当該業務に直接必要な物品等の運搬費用、郵便料、データ通信

料等に係る経費を計上する（電話料、ファクシミリ料、インター

ネット使用料、宅配便代、郵便料等）。 

・通信運搬費として計上する経費は当該業務に直接必要であるこ

とが証明することができるものとし、受託者において当該業務以

外の業務でも使用している電話等の料金については一般管理費に

含むものとする。 

借料及び

損料 

・業務に直接必要な機械器具類等のリース・レンタルに係る経費

又は当該業務を実施するにあたり直接必要となる物品等の借料を

計上する。 

・リース等により調達した物品は当該業務のみに使用することと

し、（当該業務のみに使用していると認められない部分の経費につ

いては一般管理費に含むこととする。）リース料等については、当

該業務の業務期間中のリース等に要する費用のみ計上できること

とする。 

光熱水費 ・当該業務に直接必要な電気・水道・ガス料金等の光熱水費。 

・光熱水費として計上する経費は当該業務に直接必要であること

が証明することができるものとし、受託者において当該業務以外

の業務でも使用している費用については一般管理費に含むものと

する。 

会議費 ・当該業務に直接必要な検討委員会等の開催に伴う会場借料、機

材借料及び飲料費等を計上する。 

・会場の選定及び飲料等の購入に当たっては、必要以上に高価又

は華美であったり、広さや個数が過剰になったりしないよう、出
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席者を確認し必要最小限度とすること。 

雑役務費 ・当該業務の主たる部分の実施に付随して必要となる諸業務に係

る経費（当該業務に必要な機器のメンテナンス費、分析費、速記

料、通訳料、翻訳料等）を計上する。 

・一般管理費を含むものは、一般管理費の算定根拠から除くこと。 

外注費 ・当該業務を行うために必要な経費のうち、受託者が直接行うこ

とのできない業務、直接行うことが適切でない業務を他者へ委任

して行わせるために必要な経費を計上する。 

・再委託に当たっては事前に環境省の承諾を得る必要がある。 

・原則として受託費の内、共同事業費を除く経費の２分の１を超

える額を計上することは認めない。 

一般管理費 ・委託業務を行うために必要な経費のうち、業務に要した経費と

しての特定が難しいものについて、契約締結時に一定割合で認め

られる経費。役職員の手当や管理部門などの管理経費、事務所の

家賃、光熱水料、回線使用料、汎用文具等に要する経費で委託業

務に要する経費として特定することが難しいものの、一定の負担

が生じている経費として計上するもの。 

・一般管理費率は、受託者の内部規程等で定める率又は合理的な

算出方法により算出したと認められる率を使用することを原則と

する。ただし、受託者において使用する率の内部規程等が存在し

ない場合又は合理的な算出が困難な場合は、環境省が定める率

（15%）を使用することとし、その比率内の経費を算出する。 

・精算時においては、環境省が特別な理由があると認める場合を

除き、契約締結時に使用した一般管理費率を増加して精算するこ

とはできない。 

共同実施費 委託業務を実施するにあたって受託者とともに業務を分担する機

関（共同実施者）に対して委託業務の一部を委託する経費。 

消費税  

 

 なお、次の費用は事業費の対象としない。 

  ・特許の維持費や出願料、認証取得に係る費用 

 

（２）予算 

各テーマごとに、採択事業の事業費の合計が次のとおりになるように提案するこ

と。その上で、外部有識者で構成される評価審査委員会による評価を経て、事業の

予算の範囲の中で調整の上、決定される。 

なお、価格競争ではないが、限られた政策資源の有効利用の観点から、必要十分

な予算として精査して、同じ内容であれば可能な限り少ない予算/期間で実施可能な

計画の策定に努めていただきたい。 
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① ：総額 8000 万円以内、３年以内。 

② ：初年度 3500 万円以内、それ以降 4500万円以内として、総額 1.25億円以内、

３年以内。 

③ ：初年度 3500 万円以内、それ以降 4500万円以内として、総額 1.25億円以内、

３年以内。 

④ ：各年度１億円以内、総額 3.00億円以内、３年以内。 

⑤ ：初年度 500 万円から 3000 万円以内、それ以降は 500 万円から 3500 万円以

内として、総額 1.00億円以内、３年以内。ただし、原則的として２年以内の

提案をすること。３年間の提案の場合は２年目時点でのステージゲート評価

等によって実施の可否を決定する。 

 

（３）事業実施期間 

令和６年度から令和８年度の間の複数年度を前提とした採択をする。最大３カ年

度（令和８年度まで）として、申請者において提案いただいた期間について、評価

審査委員会の評価を経て期間を決定する。また、各年度ごとに予算要求を実施し、

認められた予算の範囲の中で事業は実施されるため、提案された年限のプロジェク

ト実施が必ずしも保証されるものではない。なお、テーマ⑤については提案される

事業実施期間によって、調査事業を同時に実施する場合の要件が異なる点に留意す

ること。 

 

５．選考 

（１）選考方法 

環境省において事前審査（書類審査）を行った上で、評価審査委員会において申

請者からヒアリングを行い、採択事業を決定する。 

おおよそのスケジュールは次のとおり。事前審査（書類審査）に合格した申請者

のみ評価審査委員会に出席いただき、申請内容の発表・質疑応答を受けていただく。

事前審査（書類審査）の採否については、事務局から電子メールにて連絡する。な

お、採否の理由についての問合せには応じられない。 

・事前審査（書類審査）  ：令和６年４月 18日（木）～ 

・事前審査（書類審査）合格連絡 ：令和６年４月下旬（予定） 

・評価審査委員会   ：令和６年５月中下旬（予定） 

・採否通知    ：令和６年５月下旬から６月上旬頃（予定） 

 

（２）選考基準 

別添の基準に基づき選考を行う。 
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（３）選考結果 

 

選考結果は、令和６年４月下旬（予定）に電子メールにて連絡する。 

なお、採否の理由についての問合せには応じられない。また、採択された事業に

ついては、実施者名、事業概要などを公表する。さらに、選考結果や予算額の上限

を踏まえつつ、採択金額の調整を行う可能性があるため、あらかじめ了承いただき

たい。 

 

６．応募方法 

（１）応募方法 

次の（ア）又は（イ）のいずれかの方法で提出すること。 

（ア）郵送又は持参による方法 

申請書様式に必要事項を記入の上、申請書一式を同封し、次の提出先まで郵

送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。）又は持参すること。郵送する

場合は、包装の表に「令和６年度ネイチャーポジティブとカーボンニュートラ

ルの同時実現に向けた再エネ推進技術等の評価・実証事業申請書在中」と明記

すること。 

なお、提出された申請書類は返却しないため、あらかじめ了承いただきたい。 

申請書一式：① 申請様式（正本１部、副本８部） 

② 事業概要スライド（９部） 

③ 添付書類（様式任意、必要に応じて提案事業の準備状況を示す

資料や技術の補足説明資料など） 

④ ①～③の電子データが格納された電子媒体（CD-R等）１部 

 

提出先：環境省 自然環境局 自然環境計画課・生物多様性主流化室 

（担当：光山、楊木、富田） 

    〒100-8975 東京都千代田区霞が関１-２-２ 

（イ）E-mailによる方法 

申請書様式に必要事項を記入の上、次に示す申請書一式を電子データとし

て E-mailにて提出すること。その際、法人名、担当者名、連絡先（電話番号、

E-mail）を記載の上、件名は「【応募】令和６年度ネイチャーポジティブとカ

ーボンニュートラルの同時実現に向けた再エネ推進技術等の評価・実証事業」

審査項目 

① 課題設定の適切性 

② 実証手法・目標の妥当性 

③ 実施計画・体制 

④ 出口戦略と波及効果 

⑤ 環境負荷の低減 

⑥ 経費の妥当性 
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とすること。 

 申請書一式：① 申請様式 

          ② 事業概要スライド 

③ 添付書類（様式任意、必要に応じて提案事業の準備状況を  

示す資料や技術の補足説明資料など） 

 提出先： shizen-suishin@env.go.jp  

（環境省 自然環境局 自然環境計画課・生物多様性主流化室） 

    ＜（イ）の留意事項＞ 

・応募できるファイルの最大容量は 10MBのため、それを超える容量のファ

イルはメール１件の容量が 10MB 未満になるように分割して送付を行う

か「環境省 自然環境局 自然環境計画課・生物多様性主流化室」へ問

い合わせること。 

・申請者側で用意した環境省担当官の承諾のないファイルストレージなど

での提出は無効となる。 

・提出先にて申請書一式を受領した際には内容確認後に返信を行うが、２

営業日程度しても返信がない場合は送受信ができていない可能性があ

る。その際は「環境省 自然環境局 自然環境計画課・生物多様性主流

化室」（TEL:03-5521-8150）へ電話にて問い合わせること。 

 

   なお、環境省担当官又は評価審査委員会において審査上必要と判断した場合は、

申請書一式に含まれていない資料の追加提出を求める場合がある。 

 

（２）申請書受付期間 

令和６年３月 12 日（火）～ 令和６年４月 17日（水）17時（必着） 

 

（３）公募に関する質問 

任意様式にて、法人名、質問内容、担当者名、連絡先（電話番号、E-mail）を記

載の上、件名を「【応募】令和６年度ネイチャーポジティブとカーボンニュートラル

の同時実現に向けた再エネ推進技術等の評価・実証事業」として、以下の提出先ま

で、E-mail にて提出すること。質問への回答は、提出者へ E-mail 若しくは電話に

より行う。 

質問提出先: shizen-suishin@env.go.jp  

質問受付期間：令和６年４月 10日（水）17時（必着） 

 

７．注意事項 

 

（１）契約の形態、内容、金額等 

申請は、３．の共同事業実施者のうち、全体の取りまとめを行う者として１者が

代表して行うこと。申請者は、事業の実施に当たり、環境省との委託契約の相手方

となる。また、事業の共同実施者とは、申請代表者が再委託契約を締結する。 

 

mailto:shizen-suishin@env.go.jp
mailto:shizen-suishin@env.go.jp


 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な金額については、委託契約の手続段階で、事業計画を精査の上決定する。

また、評価審査委員会による審査の結果、事業の熟度や具体性、事業実施に伴う効

果等に応じて減額される場合もある。従って、決定される契約金額は、応募者が記

載する申請金額と必ずしも一致するものではない。また、審査の結果、事業計画の

内容等の変更を条件として付す場合がある。 

なお、業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委

託等してはならず、再委託比率が全体の 50％を超えないことが原則となるが、作業

単価が高額な業務が含まれる場合など、正当な理由がある場合においては、担当官

の了解のもと、再委託比率が 50％を超えることを認める場合がある。 

 

（２）特許権等の取扱い 

  特許権等の技術開発の成果は、委託契約に基づき、受託者に帰属させることがで

きる（いわゆる日本版バイ・ドール制度）。納入される成果物に受託者又は第三者が

権利を有する著作物等が含まれる場合は、受託者が当該著作物等の使用に必要な費

用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。また、この他著

作権等の扱いについては契約書に定めるとおり。 

 

（３）委託費について 

採択後、『環境省における委託業務経費の算出等に関する基本方針』＜

https://www.env.go.jp/content/000194896.pdf＞に基づき必要経費を算出し、環

境省と委託契約を締結するとともに、年度の事業終了後、同基本方針に基づいた精

算報告、環境省による審査を経て額の確定を行い、委託費の支払いが行われる。 

これに関し、委託業務に要する経費について、その他の経費と明確に区分すると

ともに、環境省担当官の指示に従い、契約額の内訳や精算等の経理に係る証拠種類

を整理していただく必要がある。 

 

（４）事業内容の発表等について 

本事業で実施した内容については、本事業実施中又は完了後に、環境省自らが発

表する場合や成果発表会等で事業者に発表いただく場合がある旨、了承いただきた

い。また、環境省担当官の求めに応じて、その後の事業進捗状況等、必要な情報等

の提示を求める場合がある。なお、委託契約期間外の報告等に要する費用について

Ａ会社（申請代表者） 

Ｂ大学（共同実施者） 
（再委託契約） 

Ｃ民間研究所（共同実施者） 
（再委託契約） 

Ｄ会社（共同実施者） 
（再委託契約） 

（環境省直接契約） 
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は、本業務の経費として支出することはできない。あわせて、事業報告書について

は環境省で公表することになる。 

本事業の実施内容については、本事業期間、受託者において発表を行う場合には、

公表内容について事前に環境省に必ず確認する必要がある。また、当該技術の開発・

実証の内容・成果を一部でも活用する場合には、実施内容・成果の公表・活用・実

用化・製品化等に当たっては、環境省への事前の報告を厳守すること。その際には、

環境省「【応募】令和６年度ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実

現に向けた再エネ推進技術等の評価・実証事業」で実施している又は同環境省事業

の成果を活用している等の旨を、必ず一般の方にとって分かりやすい形でその都度

明示する必要がある。また、他府省等を含む外部の組織からの実施内容等に関する

照会の際にも、回答をする前に事前に環境省に必ず確認する必要がある。 

 

 

（５）事業実施年度中の評価・検証 

事業実施年度中に、CO2 削減効果等の環境負荷低減効果及び技術的側面について

外部有識者等による評価・検証を予定している。現時点では、中間報告、最終報告

及び必要に応じて環境省側で用意した有識者又は本省の担当官による現地確認を

予定している。 

 



 

（別添） 
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令和６年度ネイチャーポジティブとカーボンニュートラルの同時実現に向けた 

再エネ推進技術等の評価・実証事業  評価基準表（全ての事業） 

評価項目 評価の観点 得点配分（係数） 

① 課題設定の適切性 

○本事業の目的を的確に把握した 

上で課題を設定しているか。 

〇設定課題の解決について、技術的・

政策的意義があるか。 

○設定課題に対しての予備実験・事

前検証や基礎的な学理の確立等が 

十分であり実現可能性が高いか。 

１５（３．７５） 

② 実証手法・目標の妥

当性 

〇課題解決に向けた実証手法や内容

が明確に示されており、効率的・効果

的であるか。 

〇実証における最終目標、各年度の

目標が明確に設定されており、妥当

な水準であるか。 

２０（５） 

③ 実施計画・体制 

○事業の計画・スケジュールが具体

的かつ実施可能なものであるか。 

〇実施体制が事業の目的に照らし合

わせて適切であるか。 

１５（３．７５） 

④ 出口戦略と波及効果 

〇実証事業終了後の成果の活用、政

策の貢献、社会実装の確度等の出口

戦略に関するビジョンがどの程度あ

るか。 

○技術の実証によって、構築された

成果が、事業の目的以外の分野にお

いても活用されるなど、波及効果が

期待されるか。 

２０（４） 

⑤ エネルギー起源 CO2

排出削減量等環境負

荷の低減 

○本技術が将来的に、ある年度を設

定した際、一定の仮定のもと社会実

装によって実現される CO2 排出量を

推計し、その削減効果がどの程度見

込まれるか。 

〇また、他の環境政策上重要な環境

負荷の低減（自然生態系への負荷の

低減、循環資源の循環的な利用の促

進効果、エネルギー削減効果及びそ

の他の環境影響の低減効果）がどの

程度見込まれるか。 

○上記環境影響低減量に係る評価方

２０（４） 



 

（別添） 
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法が定量的で、その算定ロジックが

妥当か。 

⑥ 経費の妥当性 

○見込まれる事業成果や実施内容と

の比較で経費が妥当なものか。 

（望ましくない経費の例：事業に不

必要と思われる機材の調達費/旅費、

受託者が担うべき領域に関する外注

費等） 

１０（２．５） 

合計 １００ 

・採点は各項目につき、４点、３点、２点、１点、０点の５段階評価とする。 

・採点においては「望ましい提案と見なす」と記載している事項等を判断指標としな 

がら評価をしていく。 

・各項目の点数に係数を乗じて得点を算出する。 

・満点は 100点とする。 

 


